
（注１） 認定発電設備の発電事業者が報告すること。

（注２） 届出書を提出する担当地方局は次の記号にて記載すること。（認定申請時と同一の地方局）

Ａ：北海道経済産業局、Ｂ：東北経済産業局、Ｃ：関東経済産業局、Ｄ：中部経済産業局、Ｅ：近畿経済産業局、Ｆ：中

国経済産業局、Ｇ：四国経済産業局、Ｈ：九州経済産業局、Ｉ：内閣府沖縄総合事務局

（注３） 全ての費用について、消費税抜きで記載すること（万円以下は四捨五入）。また、一括発注、一括施工の場合であっても、

受注元に確認の上、各項目の内訳について記載すること。また、提出設備数が複数となる場合には、設備毎に様式を作成す

ること。また、実際に再生可能エネルギー発電設備及びその附属設備の設置等のために支払った費用を記載すること（販売

店等からの割引を受けた際は、当該割引分を反映した価格を記載すること）。

（注４） 発電機の更新を行った設備で、既設の導水路を活用した場合には、該当するものとして、太枠内にレ印をつけること。

（注５） 将来の当該設備の撤去に要する費用について、想定している額がある場合は記載すること。

（注６） 設備導入に必要な機械装置等の設計費を記載すること。

（注７） 設備導入に必要な機械装置等の購入、製造等に必要な経費を記載すること。

（注８） 系統接続に関する工事費は除く。「電気設備関連工事」は、水車、発電機、変電設備等の設置にかかる工事費を記載すること。

（注９） 当該発電所から電気事業者の電気工作物までの電源線、及び接続に関する工事費等を記載すること。

「電力会社負担金」として支出している場合は、その内訳について、項目毎に記載すること。

（注10） 建設段階の保険料等、その他の費用がある場合は、その費目ごとに金額を記載すること。

（注11） 初回の「再生可能エネルギー発電設備設置・運転費用年報」提出から１年間における、当該認定発電設備の年間の運転に要

した費用の内容を記載すること。また、外部委託等で、一括計上される場合も、その内訳について項目毎に記載すること。

（注12） 運転維持費の報告対象となる期間（原則１年間）の期初月と期末月を記載すること。

（注13） 水利権者に対して実際に支払った金額を記載すること。

（注14） 借地に設置する際に実際の賃借料として支払った金額等を記載すること。

（注15） 設備の修繕や保守に支払った金額を記載すること。

（注16） セキュリティに関する費用等について記載すること。

（注17） 行政機関への申請費や、事務所経費等について記載すること（人件費を除く）。

（注18） 電気主任技術者や、保守要員等に支払った金額を、その内訳毎に記載すること。

（注19） 発電量全体に占める発電設備自体で使用する電力量（所内消費量）の割合を指す。

※発電した電力を専用線により全量売電している場合においては、「発電量－売電量＝所内消費量」となる。

※発電設備以外で自家消費して余剰電力を売電する場合など、所内消費の測定が困難な場合においては、発電に必要な設

備の消費電力から計算上の所内消費量を求めて所内率を算出するなど、備考欄に計算方法を示した上で、分かる範囲内

で記載すること。

※発電量は、積算電力計を設置して積算することが望ましいが、出力モニター等で測定することも可能。

（注20） 「再生可能エネルギー発電設備設置・運転費用年報」の記載内容に関する照会等に際して実務を担当する者の連絡先を記載

すること。

備考

・用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４とすること。

・氏名を記載し押印することに代えて署名することができる。この場合において、署名は必ず本人が自署すること。

・各費用項目について、証拠書類の提出は不要。ただし、実際に支払った費用とは異なる費用が記載された際は、虚偽の報告をした

ものとみなし、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法及び下位法令に基づき、認定の取り消しもあ

りうる点、あらかじめ留意すること。
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